
平成２３年度一般会計当初予算説明資料

３款 民生費

２項 児童福祉費 子育て支援総室［子育て応援室］(内線：７５７０)

１目 児童福祉総務費 （単位：千円）

事業名 本年度 前年度 比較 財源内訳 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）

幼稚園教諭・保育士 432 0 432 432

研修のあり方検討

トータルコスト 432千円 （前年度 0千円） [正職員：0.0人]

主な業務内容 会議開催準備調整、資料作成、会議開催

工程表の政策目標 ―

（指標）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

県内市町村において、幼保一体化に向けた取組が進みつつあり、平成２３年度には保育

所機能と幼稚園機能とを併せ持つ認定こども園が３園開設予定である。このような幼保一

体化に向けた動きに対応した充実した幼児教育・保育を提供していくため、関係機関等に

よる検討委員会を設置し、幼稚園教諭・保育士研修のあり方を検討する。

２ 主な事業内容

（１）主な検討内容

・人材育成方針

・県、市町村及び団体等の役割分担

・研修の体系及び計画 等

（２）委員構成（案）

・市 町 村 東部、中部、西部から各１名

・関係団体 鳥取県子ども家庭育み協会、鳥取県私立幼稚園協会

・保育士等養成機関 鳥取大学、鳥取短期大学

・県 子育て支援総室、子ども発達支援課、保育専門学院、

教育委員会事務局小中学校課、教育センター

（３）開催回数 ６回開催予定

３ これまでの取組状況、改善点

幼稚園教諭・保育士を対象とした研修は、教育委員会事務局小中学校課、教育センター

及び子育て支援総室がそれぞれ独自に実施しており、相互に研修参加とするなど一定の調

整は行っているが、十分な連携がとれていない。また、研修のメニュー、回数は充実して

いるが、体系的に整理されておらず、現場（幼稚園・保育所）が求める研修となっている

かどうかの検証も行われていない。

よって、平成２３年度に認定こども園が３園開設されることや、市町村における幼保一

体化に向けた動きに対応した幼稚園教諭・保育士研修のあり方検討と併せて、このような

課題について検討を行う。


